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今からはじめるマネープラン
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私たちの時代は大丈夫？

・終身雇用

・右肩上がりの給与体系

・退職金制度

・年金制度

・高金利
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成熟経済・
少子高齢化

高度経済成長の時代

・転職？

・増える給与？

・退職金？

・年金制度+自助努力？

・低金利？

経済が成熟した現在

平均寿命は年々伸び続け、人生100年時代を迎えています
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1961年 国民年金制度の開始

出典厚生労働省「令和3年簡易生命表の概況」より作成 2020年以前は完全生命表、1971年以前は、沖縄県を除く値
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女性

男性

約6年

平均寿命の延び

（歳）

90

自分らしいマネープランを描き、若いうちから準備をはじめることが大切です

年金の
受給開始年齢
が引き上がる?

消費税など

税金が上がる?

医療費など
社会保険料の
負担が上がる?

将来受け取る

年金が減る?
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金利は下がり、物価は上がるなか「何もしない」ことがリスクとなり得ます

（万円）
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約820万円

約673万円
約554万円

物価上昇率／年

1,000

約7割に目減り

出典:1985年－文部科学省「国立大学と私立大学の授業料等の推移」
2022年－文部科学省「国立大学等の授業料その他の費用に関する省令（2023年12月現在）」より算出授

業料の標準額

注）大学により授業料が異なる場合がある注
）別途施設設備費等が必要な場合がある

約2.03倍

1984年

3,900円
2022年

7,900円~9,400円

某テーマパーク1日パスポート

約2.13倍

1985年

252,000円
2022年

535,800円

国立大学授業料（年額）

出典:「株式会社オリエンタルランドFACT BOOK 2022」より算出
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身近な物価の動き 物価上昇による資産の目減り

つみたてNISAの普及とともに、若い世代のNISA口座数が急増しています

年代別NISA（一般・つみたて）口座数の推移

（万口座）
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出典：日本証券業協会「NISA口座開設・利用状況調査結果（2023年6月30日現在）について」より作成
＊各口座数は勘定設定口座数をベースとしているため、各年代の合計が総口座数と一致しない場合

があります
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20歳代… 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳以上

一般NISA つみたてNISA

年代別NISA（一般・つみたて）口座数

金融庁動向

国民の安定的な資産形成のために資産所得倍増プラン策定
社会課題解決による新たな成長が国民に還元される金融システムを構築

出典：金融庁「2022事務年度金融行政方針（2022年8月公表）」より作成

①貯蓄から投資へ

より多くの人が長期・積立
・分散投資を開始できる
ようにNISAを抜本的拡
充し、非課税保有限度
額・投資枠を見直し＆口
座開設期間を恒久化

②金融リテラシーの向上

中・高校生の金融教育
にとどまらず、人生のさ
まざまなステージで金
融経済教育を受けられ
る機会の提供が重要

③顧客本位の業務運営

資産運用会社などのガバ
ナンス強化＆顧客に適切
なコンサルティングやアド
バイスを行うためのルー
ル化

（万口座）

NISA：少額投資非課税制度

全証券会社対象 全証券会社対象、2023年6月末時点

20歳代
～30歳代
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●国内旅行
●早期退職
●介護

●孫への相続
●孫への資金の援助
●海外移住
●老人ホーム

●病気
●万一のこと
●退職金
●老後の趣味

●再婚
●子供の教育
●管理職に昇格
●起業

●出産
●転勤・転職

●恋愛
●趣味・習い事
●資格取得

●結婚
●マイホーム購入
●海外旅行
●海外留学
●副業

20歳代
30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

もしも… （例）
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出典：国土交通省「令和4年度住宅市場動向調査報告書」
三大都市圏（首都圏、中京圏、近畿圏）の民間賃貸住宅

必要住宅資金（家賃総額）

= 月額家賃 × 12カ月 ×現時点での平均余命

建売住宅

マンション

出典：独立行政法人住宅金融支援機構「2022年度フラット35利用者調査」（万円未満切捨て）

住宅ローン返済以外にかかる費用

 毎月の管理費などの支払い（マンションなどの場合）

 毎年の固定資産税の支払い

 火災保険料・地震保険料の支払いなど

月額家賃 平均78,069円

建売住宅

マンション
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平均約3,719万円

平均約4,848万円

賃貸の場合

購入の場合
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月3万円の積立て

異なる期間（23歳から42年、30歳から35年間、35歳から30年間）
同じ金利（3.5％年複利）で積み立てた場合

時間で比較

23歳から3.5％

30歳から3.5％

35歳から3.5％

23歳 30歳 35歳

（万円）
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65歳

約 3,397 万円

約 1,894 万円

約 2,446 万円
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毎年100,000円でAとBとCの株を下記の株価で買い続け、200万円投資し、20年後に売却した場合、

売却額が一番多いのはどれでしょうか？
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ライフプランを実現するためには、
資産形成と同時に万一のために「まもる」お金を確保しておくことも大切です

長期（10年以上）

ふやすお金つかうお金

短期（～3年程度）

・生活費、交際費など
例普通預金、通常貯金など

流動性資金

中期（3年以上～10年程度）

ためるお金

安全性資金

いつでも（必要なときに必要な保障）

まもるお金

緊急予備資金

収益性資金

・教育費、住宅費など
例定期預金、外貨建商品など

・老後資金など
例株式、変額保険など

・医療保障、介護保障、収入保障、死亡保障など
例生命保険など

ここを投資に！

26/31

ご負担いただく費用とリスクについて（生命保険の留意事項）

生命保険にかかる主な費用とリスクは以下のとおりです。ご負担いただく費用やその料率およびリスクの内容は、商品によって異なりますので
、詳しくは各商品の「パンフレット」「ご契約に際しての重要事項（契約概要・注意喚起情報）」「ご契約のしおり・約款」などでご確認くださ
い。

生命保険をご契約された場合、主に次のような費用をご負担いただきます。

保険契約の締結・維持に必要な費用および死亡保障などに必要な費用保険関係費用

投資信託の信託報酬や信託事務の諸費用など、特別勘定の運用により発生する費用運用関係費用

解約時や減額時などに、経過年月数に応じて積立金額などから控除する費用解約控除

上記に加え、外貨建保険については、通貨交換時に為替手数料をご負担いただきます。また、外貨によりお払込みまたはお受取りいただ
く際は、金融機関所定の手数料（リフティングチャージなど）をご負担いただく場合があります。

ご負担いただく費用の合計額は、上記を足し合わせた金額となります。

生命保険には商品の種類によって主に次のようなリスクがあります。

変額保険など、国内外の株式・債券などで運用を行い、その運用実績に応じて積立金額などが増減する商品では、株
価や債券価格、為替の変動などにより、積立金額や将来の年金額、解約返戻金額などが既払込保険料を下回ることが
あり、損失が生じるおそれがあります。

価格変動
リスク

外貨建の商品では、為替レートの変動により、受取時における保険金の円換算額が、契約時における保険金の円換算
額や既払込保険料の円換算額を下回ることがあり、損失が生じるおそれがあります。

為替リスク

商品によっては、運用対象となっている資産（債券など）の市場金利に応じた価値を解約返戻金に反映させるしくみ
になっています。そのため、解約時の市場金利の変動によっては、解約返戻金が減少し、既払込保険料を下回ることが
あり、損失が生じるおそれがあります。

金利変動
リスク

■ 資料作成■ お問い合わせ先

本資料は、情報の提供を目的としメットライフ生命にて作成した資料です。当資料の一部または全部を問わず、複製や再配布することを禁じます。他2312-0011 Ver.8

メットライフ生命保険株式会社

〒102-8525東京都千代田区紀尾井町1-3 
www.metlife.co.jp

静岡市葵区黒金町５９－７

ニッセイ静岡駅前ビル６F

電話：

携帯：

E-Mail：
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054-252-5540
090-5035-1926
AG.matsuhama.takamas@metlife.co.jp


